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近年のコミュニティサイクルの普及により，自転車によって公共交通による移動のドアツードア輸送を

サポートできる環境が広まっている．自転車と公共交通を組み合わせた一体的な移動を支援し，利便性を

向上させることで，公共交通利用を推進できると考えられる．本研究では，コミュニティサイクル・自転

車と鉄道の組み合わせ交通の総合評価に関する分析及び自転車と鉄道の組み合わせ交通を支援するナビア

プリと案内板の有用性の検証を行う．その結果，コミュニティサイクルと組み合わせ交通の評価は高いこ

と，ナビアプリや案内板といった案内情報のニーズが高いことが確認された．これらの結果から，鉄道と

自転車の組み合わせ交通と案内情報システムの導入は公共交通利用推進に対して有効であると考えられる． 
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1. 研究背景と目的 

 

近年，日本は人口減少・超高齢化社会など諸問題を多

く抱え，まちづくりの分野でもコンパクトシティの考え

が広がるなど，これからの時代に対応した対策が必要と

されている．自転車を活用して自動車に過度に依存しな

い「自転車まちづくり」を目指す考えも広まっており 1)，

自転車を都市交通システムの一環として取り入れるため

には公共交通との協調が欠かせないものであると考えら

れる． 

公共交通の課題として「ドアツードアの輸送ができな

い」弱点を抱えている．従来多くの人が公共交通を利用

する場合に取る交通行動，基幹公共交通（鉄道やバス）

に乗車した後目的地最寄駅から目的地まで徒歩，という

移動では，カバーしきれない公共交通空白地域が生まれ

てしまう「ラストワンマイル問題」と呼ばれる課題があ

る 2)．また，鉄道駅からバスに乗り換える際，両者の連

携が悪く乗り換えが行えなかったり，長時間待たされる

といった交通結節点での課題もある．それらの課題に対

して，自転車は，自動車のように出発地や出発時刻を自

由に選択することができ，公共交通ではサポートするこ

とが難しい中距離の移動を担うことができる交通手段で

ある．このような性質を持つ自転車を鉄道やバスといっ

た公共交通と協調させることによって，公共交通の「ア

クセス・イグレス交通手段」として公共交通の利用促進

に寄与することができると考える． 

イグレス交通としての自転車利用はアクセス交通と比

較すると小さいことが報告されているが3)，近年では，

複数のサイクルポート間で貸し出しと返却ができるコミ

ュニティサイクルの普及が進み，イグレス交通手段とし

ての可能性が広がっている4)．本研究の目的は，コミュ

ニティサイクルの利用を前提とした鉄道と自転車の組み

合わせ交通（以下，組み合わせ交通）の評価を行うこと，

組み合わせ交通を支援する案内情報の有用性の確認を行

うことである． 

 

 

2. 既存研究と本研究の位置付け 

 

及川ら5)は，コミュニティサイクルを含む自転車と鉄

道の組み合わせによる鉄道の利用率向上を提案するため，

スマートフォンアプリを利用した案内システムを開発し，

18～24歳の大学生28名による被験者実験を通して，自転

車と公共交通の一体的な移動を支援する方策の有効性を

検討した．その結果，経路案内機能に対して肯定的な意

見が得られ，自転車と鉄道の一体的な移動の支援を行う
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図-1 組み合わせ交通が便利になることによる日常移動の変

化の意向 

 

 

図-2 組み合わせ交通を支援するアプリの機能に関する評価 

ナビゲーションにより，鉄道を利用する動機につながる

可能性が見られたこと，また，乗り換え地点におけるナ

ビアプリ機能とインフラ側の案内板との協調機能につい

ても有用であることを報告している． 

本研究では，ウェブによるアンケート調査回答者1500

人分のデータを使用し，より広い視点から組み合わせ交

通や案内情報システムに関する分析を行っていく． 

 

 

3. 研究方法 

 

(1) 使用するデータ 

本研究では，2017年に及川ら5)が実施したアンケート

調査データ（20～60代の男女1500人対象，10歳ごと，性

別ごとに均等割付）を用いる．本調査では，コミュニテ

ィサイクルの利用経験，組み合わせ交通やその利便性向

上を目的としたアプリの評価について質問している． 

 

(2) 分析内容 

a) 組み合わせ交通選択の動機になるようなコミュニテ

ィサイクル利用のメリット・特徴に関する分析 

 まず，コミュニティサイクルの利用の有無と，組み合

わせ交通による利便性に対する考え方の関係について分

析を行う．2項ロジスティック回帰分析を適用し，分析

対象者をコミュニティサイクルを知っていると回答した

1500人のうちの832人について分析を行う．コミュニテ

ィサイクルを実際に利用したことがあると回答した人数

は，1500人のうち500人である．目的変数はコミュニテ

ィサイクル利用経験の有無（0.利用経験なし，1.利用経

験あり），説明変数として，組み合わせ交通選択の動機

となるような「組み合わせ交通選択による移動メリッ

ト」「コミュニティサイクルの特徴」「コミュニティサ

イクル利用による駅選択肢の増加」に関する質問項目を

用いる．回答パターンは（そう思う，どちらかといえば

そう思う，どちらかといえば思わない，そう思わない）

である． 

b) 組み合わせ交通評価に影響を与える要因に関する分

析 

 次に，組み合わせ交通の評価に影響を与える要因につ

いて分析を行う．ここでは，重回帰分析を適用し，分析

対象者は全ての回答者1500人とする．目的変数として用

いるために，組み合わせ交通総合評価指標の作成を行う．

「組み合わせ交通が便利になることによる日常移動の変

化があると思うか」に関する質問に含まれる次の4項目

「鉄道を移動手段として選択する機会が増える」「駅か

ら徒歩では遠い場所に行く機会が増える」「目的に合わ

せて利用する駅の数が増える」「駅から目的地までの間

で別の場所に立ち寄る機会が増える」に対し主成分分析

を行い，その第1主成分得点を目的変数とする．説明変

数は上記のa) 組み合わせ交通選択の動機になるような

コミュニティサイクル利用のメリット・特徴に関する分

析と同様である．説明変数としてアンケート回答者の個

人属性を用いる．  

 

 

4. 分析結果 

 

(1) 組み合わせ交通とその利便性向上対策に対する評

価 

 図-1に「組み合わせ交通が便利になることによる日常

移動の変化があると思うか」に関する質問項目の回答を

示す．鉄道の選択機会の増加，駅から徒歩では遠い場所

へ行く機会の増加，利用する駅数の増加，目的地までの

移動途中での立ち寄りの増加，それぞれの項目について

全て8割弱の回答者が肯定的な回答をしている．この結

果から，自転車と鉄道の組み合わせ交通は，その利便性

が高い時に，鉄道の利用促進や，目的地以外への立ち寄

りの増加による都市の賑わいの創出に有効な施策である

可能性が見られる． 

次に，図-2には「ナビアプリによる次の情報提供は組み

合わせ交通選択の動機となるか」という設問への回答結
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図-3 スマートフォンのナビアプリと協調した案内版の評価 

 

表-1  組み合わせ交通選択の動機になるようなコミュニティ

サイクル利用のメリット・特徴に関する分析，ロジス

ティック回帰分析結果 

 

 

 

図-4 組み合わせ交通評価に影響を与える要因に関する分析 

（組み合わせ交通の利便性向上による日常移動の変化

に関する主成分分析結果，第一主成分主成分負荷量） 

 

果を示している．自動車移動との比較，コミュニティサ

イクルの料金案内，駐輪場料金案内，位置情報案内，所

要時間案内，経路案内のそれぞれについて，いずれの項

目も組み合わせ交通を選択する動機になるかどうかにつ

いて肯定的回答をした回答者が約8割となり，これらの

支援が組み合わせ交通による鉄道利用促進に有効である

可能性が見られる． 

図-3には「ナビアプリと連携した経路案内板は，到着

駅の改札からコミュニティサイクルポートまでの移動を

円滑にすると思うか」に関する質問項目の回答結果を示

す．方向の分かりやすさ，位置情報の正確さ，コミュニ

ティサイクルポートまでの円滑さの向上について，どの

項目についても「そう思う」「どちらかといえばそう思

う」といった肯定的な回答が8割を超えていることから，

スマートフォンによるナビアプリ以外に，インフラ側で

の案内版を利用することについても，組み合わせ交通の

利便性向上策として評価は高いと考えられる． 

 

(2) 組み合わせ交通の選択動機になるコミュニティサ

イクル利用のメリットに関する分析 

表-1に組み合わせ交通選択の動機となるようなコミュ

ニティサイクル利用のメリット・特徴に関するロジステ

ィック回帰分析の結果を示す．コミュニティサイクルの

利用経験の有無を説明変数として，10%水準で有意に採

用された項目として「目的地直近まで自転車で行ける」

「自動車運転での事故を起こさない」，「利用者登録後

は利用ごとの申し込みが不要である」，「鉄道の利用経

路の選択肢が増える場合がある」，「交通系ＩＣカード

による支払いができる」の5項目となった．その中でも

目的地最寄駅から目的地まで自転車で行くことによるメ

リットである「目的地直近まで自転車で行ける」は，コ

ミュニティサイクル利用経験に強く関係していることが

わかる．この結果からは，コミュニティサイクルを知っ

ている人の内，利用経験がある人は，鉄道と組み合わせ

た利用により鉄道の利用経路の選択肢が増える場合があ

る，という利点をより認識しており，コミュニティサイ

クル利用が鉄道利用の利便性を高める機能を有している

ことが感じられている様子が見られる． 

 

(3) 組合せ交通の利便性向上による日常移動の変化に

影響する要因に関する分析 

組み合わせ交通評価に影響を与える要因に関する分析

の目的変数を得るため，「組み合わせ交通が便利になる

ことによる日常移動の変化があると思うか」に関する質

問項目の回答の主成分分析を行った．図-4に第1主成分

の主成分負荷量結果を示す．第1主成分の寄与率が73.1%

となり，第1主成分の主成分負荷量はいずれの変数につ

いても正の値となった．このことから，第1主成分の主

成分得点は，組み合わせ交通の利便性向上が交通行動変

化に寄与することへの総合的な評価の高さと解釈するこ

とができる．この主成分得点を目的変数として，組み合

わせ交通の総合評価への影響要因を検討することとする． 

 表-2に，上述の第1主成分の得点を目的変数として，

組み合わせ交通評価に影響を与える要因に関する重回帰

分析を行った結果を示す．有意な説明変数として採用さ

れた項目の中でも影響力の強いものとして「鉄道の利用

経路の選択肢が増える場合がある」，「商業施設など立
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表-2 組み合わせ交通による行動変化に影響を与える要因に

関する分 析，重回帰分析結果 

 

 

ち寄りたい施設を選択できる場合がある」，「目的地直

近まで自転車で行ける」となった．これらの利点の周知

および促進を行うことで，組み合わせ交通の利用による

行動変化が期待でき可能性がある． 

 

 

5. 結論  

 

 本研究では，コミュニティサイクル・自転車と鉄道の

組み合わせ交通の評価，および組み合わせ交通の利便性

向上による行動変化に影響する要因に関する分析を行っ

た．その結果，組み合わせ交通選択の動機となりうる項

目として「鉄道の利用経路の選択肢が増える」「商業施

設など立ち寄りたい施設を選択できる場合がある」「目

的地直近まで自転車で行ける」がそれぞれコミュニティ

サイクル利用経験，組み合わせ交通総合評価に正に強い

影響力を持つことがわかった．コミュニティサイクル利

用による鉄道の利用経路の選択肢が増えることによって，

今までは距離や位置的な問題により利用することが難し

かった駅も利用しやすくなり，結果的に交通手段として

鉄道を選択する機会の増加につながると考えられる．ま

た，コミュニティサイクル利用によって目的地直近まで

のアクセスが可能となり，ドアツードアの輸送も実現す

ることができると考えられる． 

 以上のことから，組み合わせ交通の主なメリットであ

る「鉄道の利用経路の選択肢が増える」「商業施設など

立ち寄りたい施設を選択できる場合がある」「目的地直

近まで自転車で行ける」というメリットをうまくアピー

ルし，スマートフォンによるナビアプリ，連携したイン

フラ側の案内版による利便性向上ができれば，組み合わ

せ交通の利用推進が期待でき，その結果として公共交通

の利用促進に有効であること考えられる． 
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